様式１
企業版ふるさと納税マッチング支援業務　申込書
	
令和　　年　　月　　日
加古川市長　あて

　企業版ふるさと納税マッチング支援等業務について、下記のとおり、関係書類を添えて申し込みます。

１　申込者
	所在地
	〒


	商号又は名称
	


	代表者職氏名
	


	電話番号
	




２　担当者連絡先
	所属・職名
	


	担当者名
	


	電話番号
	


	Ｅメール
	


	所在地
	（※申込者所在地と異なる場合のみ記載）





３　確認事項
募集要領の「７．申込資格」に掲げる要件をすべて満たすことを確認し、以下の項目に☑をすること。
　☐　募集要領の「７．申込資格」に掲げる要件をすべて満たすことを確認した。

４　実施可能な業務について
（実施可能な業務に☑をしてください。(1)及び(2)は必須。）
　☐　(1)寄附見込企業に対する本市の事業・プロジェクトの紹介
　☐　(2)寄附見込企業の本市への紹介、寄附の仲介等
　☐　(3)企業版ふるさと納税に関する情報提供、指導、助言、協力等
　☐　(4)その他、本市の寄附獲得に必要な支援
　　　具体的な内容を記載してください。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

５　手数料率の見積り
　　・手数料率は、加古川市への企業版ふるさと納税による寄附額に対して20％（消費税及び地方消費税を除く。）を上限とすること。
　　・条件により手数料率が異なる場合は、その旨を備考欄に記載するとともに、適用条件及び手数料率の内容を企画提案書にて示すこと。
	手数料率
	　　％
	備考欄
	




６　提出書類
　　・申込書
　　・企画提案書（任意様式）







誓約書

令和　　年　　月　　日　
　加古川市長　あて

所在地（本社）　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

「企業版ふるさと納税マッチング支援業務」に係る申込に関して、次に掲げる要件をすべて満たしていることを誓約します。

１　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しないこと。
２　申込書の提出期限から契約締結までの期間において、加古川市指名停止基準に基づく指名停止措置を受けていないこと。
３　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立てがなされている者でないこと。ただし、更生計画の認可が決定し、又は再生計画の認可の決定が確定した者を除く。
４　加古川市における暴力団の排除の推進に関する条例（平成24年条例第１号）第２条第１号に規定する暴力団又は同条第２号に規定する暴力団員でないこと。
５　提出書類の内容について、事実と相違ないこと。
６　本申込みに係る提出書類に虚偽の記載その他不正が判明した場合は、申込みの無効、契約解除等の措置を受けても異議を申し立てないこと。
